
【参考２】調査検討の概要

目 的

沿岸漁業用海岸局の最適配置及び通

信エリアの広域化を図り、効率的に情報

を伝送するための技術的条件について

調査検討を行い、東日本大震災で被災し

た宮城県内の沿岸漁業用海岸局の本格

復興を支援。

実施概要

広域通信エリアを確保するために必要

な無線システムの技術的条件を検討。

また、遭難通信等の通信確保や災害等

の非常時における一斉同報伝達に適した

ネットワーク構成を検討。

実施期間

平成２５年度

調査検討体制

調査検討会構成員

座長 ：陳 強（東北大学大学院 教授）

副座長：川村 亨（宮城県水産振興協会 理事長）

構成員：全国漁業無線協会、宮城県、宮城県漁業協同組合、漁業用海岸局、通信機器メーカー等
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